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国 港 総 第 ４ ４ 号 

令 和 ４ 年 ４ 月 １ ９ 日 

 

 

各地方整備局 総務部 総括調整官 殿 

 

  港湾局総務課長   

（公印省略）   

 

 

直轄工事及び建設コンサルタント業務等における 

契約の保証及び前払金保証に係る保証証書等の電子化について 

 

「「工事請負標準契約書の制定について」等の一部改正について」（令和４年３月１８

日付け国港総第７１３号）、「「工事請負契約等における契約の保証に関する取扱いについ

て」の一部改正について」（令和４年４月１９日付け国港総第４３号）等を踏まえ、直轄

工事及び建設コンサルタント業務等における契約の保証及び前払金保証に係る保証証書

の提出又は寄託に代わる措置の実施については、下記のとおり定めたので、遺漏なきよ

う取り扱われたい。 

 

記 

 

１ 用語の定義 

(1) 契約書 次に掲げるものをいう。 

①「工事請負標準契約書の制定について」（平成８年１月２４日付け港管第１１１

号）別冊工事請負契約書 

②「設計・測量・調査等業務標準契約書の制定について」（平成８年２月２９日付

け港管第４４４号）別冊設計・測量・調査等業務標準契約書 

③「発注者支援業務標準契約書の制定について」（平成２４年１月２７日付け国港

総第５７７号）別冊発注者支援業務標準契約書 

(2) 契約の保証に係る保証証書等 契約書第４条第１項第３号から第５号までに規定

する保証に係る保証書又は証券をいう。 

(3) 前払金保証に係る保証証書 契約書（(1)①から②までに掲げるものに限る。）第

３５条第１項若しくは第４項に規定する保証契約の保

証証書をいう。 

(4) 保証証書等 契約の保証に係る保証証書等又は前払金保証に係る保証証書をいう。 

(5) 電磁的記録 電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することが

できない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の
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用に供されるものをいう。 

(6) 電磁的方法 電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用す

る方法をいう。 

(7) 電子証書等 電磁的記録により発行された保証証書等をいう。 

(8) 電子証書等閲覧サービス 電子証書等を電気通信回線を通じて発注者等の閲覧に

供するために、電子計算機を用いた情報処理により構築

されたサービスであって、保険会社又は保証事業会社が

指定するものをいう。 

(9) 契約情報 電子証書等の保険契約番号又は保証契約番号をいう。 

(10)_認証情報 電子証書等の保険契約番号又は保証契約番号に関連付けられたパスワ

ードをいう。 

(11)_金融機関等 保険会社、保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律

（昭和２７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社

をいう。以下同じ。）等をいう。 

(12)_契約担当官等 会計法（昭和２２年法律第３５号）第２９条の３第１項に規定す

る契約担当官等をいう。 

 

２ 保証証書等の提出又は寄託に代わる措置 

保証証書等の提出又は寄託に代えて講ずることができる電磁的方法であって、金融

機関等が定め、契約担当官等の認める措置（以下「電磁的方法による提出」という。）

は、以下のとおりとする。 

(1) 受注者が、電子証書等閲覧サービス上にアップロードされた電子証書等を閲覧す

るために用いる契約情報及び認証情報を契約担当官等に提供し、契約担当官等が、

当該契約情報及び認証情報を用いて当該電子証書等を閲覧すること。 

(2) (1)の措置は、令和４年５月９日以降に保証証書等の提出又は寄託が行われるもの

について適用する。 

(3）(1)の電子証書等を閲覧するための契約情報及び認証情報は、可能な限り電子契約

システムを介して受け取ること。 

 

３ ２による取扱いの留意事項 

(1) 前払金保証に係る保証証書の取扱い 

 ① 令和４年４月１日以降に新たに契約を締結するものについての前払金保証に係

る保証証書の寄託については、原則、記２の措置によるものとする。 

 ② 令和４年３月３１日以前に契約を締結しているものについて前払金保証に係る

保証証書の提出を記２の措置により行う場合においては、あらかじめ契約を変更

し、「「工事請負標準契約書の制定について」等の一部改正について」（令和４年３

月１８日付け国港総第７１３号）等による改正後の契約書の規定に変更するこ

と。 
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当該措置について、受注者は、電子証書等閲覧サービス上にアップロードさ

れた電子証書等を閲覧するために用いる契約情報及び認証情報を契約担当官等

に提供し、契約担当官等は、当該契約情報及び認証情報を用いて当該電子証書

等を閲覧する方法とし、この場合においては、契約情報及び認証情報について

可能な限り電子契約システムを介して提供すること。 
※電子証書等 電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっ

ては認識することができない方式で作られる記録であって、電

子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下同

じ。）により発行された保証書又は証券をいう。 
※電子証書等閲覧サービス 電子証書等を電気通信回線を通じて発注者等の

閲覧に供するために、電子計算機を用いた情報処

理により構築されたサービスであって、保険会社

又は保証事業会社が指定するものをいう。 

※契約情報 電子証書等の保険契約番号又は保証契約番号をいう。 

※認証情報 電子証書等の保険契約番号又は保証契約番号に関連付けられた

パスワードをいう。 

 ③ 電磁的方法による提出を受けた電子証書等を出力した書面又は電磁的記録は、

支出負担行為担当官が自ら若しくはその指定する職員をして保管し、又は計算証

明規則第２２条の支出計算書の証拠書類とする。ただし、電磁的方法による提出

によらない場合は、なお従前の例によること。 

(2）契約の保証又は前払金保証に係る契約内容の変更 

電磁的方法による提出によらない保証証書等の提出又は寄託が行われたものにつ

いては、当該保証の契約内容を変更する場合（①又は②の場合をいう。）において記

２の措置は適用しないので、従前の例によること。 

①  令和４年５月８日以前に保証証書等の提出又は寄託が行われたものについて令

和４年５月９日以降に当該保証の契約内容を変更する場合 

②  令和４年５月９日以降に保証証書等の提出又は寄託が行われたものであって、

電磁的方法による提出によらないものについて同日以降に当該保証の契約内容を

変更する場合 

 

４ 説明書における周知 

契約の保証については、以下を参考に「工事請負契約等における契約の保証に関す

る取扱いについて」（平成８年２月１６日付け港管第２７１号。）別添２契約の保証に

関する説明例（２）に以下を追加して記載すること。 
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○前払金の保証について 
前払金の保証に係る保証証書の寄託について、原則、受注者は、電子証書等

閲覧サービス上にアップロードされた電子証書（電磁的記録により発行された

保証証書をいう。以下同じ。）を閲覧するために用いる保証契約番号及び認証

情報を契約担当官等に提供し、契約担当官等は、当該保証契約番号及び認証情

報を用いて当該電子証書を閲覧する方法とし、この場合においては、保証契約

番号及び認証情報について可能な限り電子契約システムを介して提供するこ

と。 

 

前払金の保証については、以下を参考に記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

 本通達は、令和４年４月１９日以降から施行する。 

 

 


